
事業事前評価表 

 

１．対象事業名 

国名：ベトナム社会主義共和国 

案件名：ホーチミン市都市鉄道建設事業（ベンタイン―スオイティエン間（1号線））（Ⅰ） 
貸付契約調印日：2007年 3月 30日 
承諾金額：20,887百万円 
借入人：ベトナム社会主義共和国政府（The Government of the Socialist Republic of 
Vietnam） 
２．本行が支援することの必要性・妥当性 

ベトナムでは、ハノイ市及びホーチミン市において、経済発展に伴う道路交通量の増

大により、渋滞の発生、交通安全の低下、大気汚染、都市サービスへのアクセス困難等

の問題が生じている。 
ホーチミン都市圏では、人口が97年の688万人から2001年には748万人に達し（2020
年には 1,350万人と予測されている）、それに伴う市内道路交通量の増加が著しく、交通
渋滞が深刻化しており（2002年における自動車の平均走行速度は 23.8km/h。2020年に
は 13.3km/hまで悪化すると予測されている）、効率的な経済社会活動を阻害する要因と
なっている。既存の公共交通（バス、既存鉄道）の輸送能力及び道路網の大幅な拡充が

困難であるところ、増加する交通需要に対応し、交通渋滞及び大気汚染の緩和に資する

新たな大量都市交通システム整備が必要とされている。 
社会経済開発 5 ヶ年計画（2006～2010 年）では、都市における交通インフラ整備が
不十分で、交通渋滞への対策が引き続き重要な課題であるとし、ハノイ市及びホーチミ

ン市において都市鉄道システムを整備するとしている。 
ホーチミン市では、JICA支援により実施された都市交通システムについてのマスター
プラン調査（2004年 6月完了）の結果、4路線の都市鉄道整備に係る事業計画が提言さ
れているが、うち本事業対象である 1号線に最も高い優先度が付されている。 
本行の海外経済協力業務実施方針においては、「持続的成長に向けた基盤整備」を重点

分野と位置付け、経済社会活動の基盤となる運輸等の経済インフラ整備を支援するとして

いる。 
以上から、本行が本事業を支援することの必要性・妥当性は高い。 

３．事業の目的等 

 本事業は、ベトナム最大の都市であるホーチミン市において、都市鉄道を建設すること

により、増加する交通需要への対応を図り、もってホーチミン都市圏の交通渋滞及び大気

汚染の緩和を通じ、地域経済の発展及び都市環境の改善に寄与するものである。 
４．事業の内容 

(1) 対象地域名 
ホーチミン市ベンタイン～スオイティエン間 

(2) 事業概要 
① 都市鉄道（地下区間及び高架区間：約 20km）の建設 
② コンサルティング・サービス（詳細設計、入札補助、施工管理、運営維持管理支援
等） 

(3) 総事業費 
126,583百万円（うち、円借款対象額：20,887百万円) 



(4) スケジュール 
2007年 4月～2019年 12月を予定（計 153ヶ月）。メンテナンス・サービス及びコン
サルティング・サービス終了時をもって事業完成とする。 

(5) 実施体制 
① 借入人：ベトナム社会主義共和国政府 

(The Government of the Socialist Republic of Vietnam) 
② 実施機関：ホーチミン市人民委員会（Ho Chi Minh City People’s Committee: 
HCMCPC） 
③ 運営・維持管理体制：HCMCPC交通・都市公共事業局都市鉄道管理部 

(6) 環境及び社会面の配慮 
① 環境に対する影響／用地取得・住民移転 

(a) カテゴリ分類：A 
(b) カテゴリ分類の根拠 
 本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」（2002年
4月制定）に掲げる鉄道セクター及び影響を及ぼしやすい特性に該当するため、カ
テゴリAに該当する。 

(c) 環境許認可 
 本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は 2006 年 11 月にベトナム天然資源
環境省（MONRE）により承認済み。 

(d) 汚染対策 
 供用時の騒音・振動対策として、防音壁や防振枕木等の緩和策が実施される。工

事中の騒音・振動・水質汚染・大気汚染対策として、遮音壁の設置や工事機器の使

用時間の制限、廃棄物の適切な管理・処理及び散水等が実施される。 
(e) 自然環境面 
 事業対象地域は都市部であり、国立公園等の影響を受けやすい地域またはその周

辺に該当せず、自然環境への望ましくない影響は最小限であると想定される。 
(f) 社会環境面 

本事業は約 34ha の用地取得を伴い、147 世帯の住民移転が発生する見込みで
あるが、同国国内手続きに沿って用地取得・住民移転の手続きが進められる。住民

協議の結果、本事業の実施に関し、特段の異論がないことを確認済み。 
(g) その他・モニタリング 
 本事業では、実施機関が騒音、振動、水質、地盤沈下、住民移転等についてモニ

タリングする。 
② 貧困削減促進 
特になし。 

③ 社会開発促進（ジェンダーの視点等） 

本事業は、エイズ感染が危惧される国における大規模事業であるため、工事労働者

に対するエイズ対策の実施をコントラクターに義務付ける等の措置がとられる予定。

実施に先立ち実施機関が、ホーチミン市エイズ委員会の協力を得て、コンサルタント

及びコントラクター（建設工事従事者の雇用主）にエイズ対策活動の実施方法に関す

るトレーニングを行う予定。 
また、障害者配慮に関するベトナム国内法令に従い、障害者にも配慮した設計とす

る予定。 



(7) その他特記事項 
特になし。 

５．成果の目標 

(1) 評価指標（運用・効果指標）1 

項目 目標値 
（2019年〔事業完成時〕） 

乗客輸送量（人・km／日） 2,200,000 
運行数（本／日） 248 
稼働率（%） 91.7 
車両キロ（km／日） 29,000 
ベンタイン～スオイティエン間の鉄

道による所要時間（分） 
29 

 

(2) 内部収益率 
以下の前提に基づき、経済的内部収益率（EIRR）は 12.2％、財務的内部収益率（FIRR）

は 5.4％となる。 
[EIRR] 
① 費用：事業費（税金を除く）、運営・維持管理費 
② 便益：従来の輸送システムの運営・維持管理費節減、移動時間の短縮 
③ プロジェクトライフ：30年 
[FIRR] 
① 費用：事業費、運営・維持管理費 
② 便益：運賃収入 
③ プロジェクトライフ：30年 

６．外部要因リスク 

(1) ベトナム及び事業対象地域の経済の停滞/悪化 
(2) 自然災害等 
７．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
過去の類似案件の評価結果から、適切な料金設定による運営主体の財務健全性の確保、

他の交通モードとの乗り換えの利便性向上及び沿線の住宅開発等による潜在的需要の喚

起、ならびに公共交通運営機関間の適切な調整による利用度向上等が重要であるとの教訓

が得られている。本事業の実施にあたっては、このような教訓を踏まえ、以下の対応をと

っている。 
(1) コンサルティング・サービスにより運営維持管理組織の財務管理等への支援を行う予
定。 

                                                      
1 事後評価時には、事業目的である交通渋滞及び大気汚染の緩和に係る効果を測るため、今後設定予定となっている以
下の効果指標についても評価対象とする。 

指標名 基準値（2006年） 目標値（2019年

〔事業完成時〕） 

ベンタイン～スオイティエン間の自動車による所要時間（分） 60 未設定（※） 

沿線の二酸化窒素（NO2）濃度（mg/m3） 0.022 未設定（※） 

沿線の浮遊粒子状物質（SPM）濃度（mg/m3） 0.29 未設定（※） 
 ※着工前に目標値を設定する予定。 



(2) 事業地域周辺の一体的開発について、本行委託調査により現状把握と提言を行ってお
り、同提言をふまえたHCMCPCによる行動計画の策定とその実施を求めている。 

(3) 都市鉄道 1 号線との競合を避け、同路線の利用を補完する手段として役立つよう、
HCMCPC にてバス路線を再編する予定。また、都市鉄道とバスの統一料金について
も検討する予定。 

８．今後の評価計画 
(1) 今後の評価に用いる指標 
①乗客輸送量（人・km／日） 
②運行数（本／日） 
③稼働率（％） 
④車両キロ（km／日） 
⑤ベンタイン～スオイティエン間の鉄道による所要時間（分） 
⑥ベンタイン～スオイティエン間の自動車による所要時間（分） 
⑦沿線の二酸化窒素（NO2）濃度（mg/m3） 
⑧沿線の浮遊粒子状物質（SPM）濃度（mg/m3） 
⑨内部収益率 FIRR、EIRR（％） 

(2) 今後の評価のタイミング 
事業完成時 

 


